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本⽇の資料内容
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１．第４期公募について

２．ガイドライン及び様式の改正について

３．第１期採択研究の利⽤期間の延⻑申出について



• 第４期における公募テーマの内容について（案）
・ 令和６年３⽉頃公募開始予定の第４期共同研究のテーマとして消費税を追加する。
・ 第１期ないし第３期で公募した所得税、法人税及び相続税の研究テーマも、引き続き、第４期共同
研究のテーマとする。
・ データの利⽤に当たっては、使⽤できるデータに制約があること、税務⾏政の⽬的に沿った利⽤であること
及び国税通則法や個人情報保護法等の諸法規に抵触しないことが前提となることに留意する。
・ 他の統計データ等を組み合わせて分析を⾏うことは妨げない。ただし、当該データは共同研究者が⽤意
するとともに、国税庁のデータとのリンケージに相当の作業が発⽣することに留意する。

１ 第４期公募について

• 採択予定件数（案）
・ 研究テーマ１〜４の全ての中で合計２件程度を採択予定とする。

• 第４期における具体的な公募テーマ（案）
・ 研究テーマ１
「所得税及び復興特別所得税の確定申告書」第⼀表及び第三表を⽤いた定量的な分析

・ 研究テーマ２
「法人税申告書 別表⼀（⼀）」（白色申告及び⻘色申告）を⽤いた定量的な分析

・ 研究テーマ３
「相続税の申告書」第１表及び第15表を⽤いた定量的な分析

・ 研究テーマ４
「消費税の申告書」第１表及び第２表を⽤いた定量的な分析
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〇 第３回有識者会議（令和４年６⽉21日）において、第３期以降の共同研究については、日本の
研究機関におけるスケジュール（※）も踏まえ、３月に公募を開始し、８月から共同研究を開始するこ
とになったところ。 ※４〜７⽉の前学期、９〜翌１⽉の後学期、２〜３⽉の⼊学試験や新学期準備の校務

〇 上記を踏まえ、第４期については、令和６年３月の公募開始、令和６年８月に研究開始とする。

１ 第４期公募について

（スケジュール）
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・ 令和６年３〜４⽉頃 第４期共同研究の公募
・ 令和６年６⽉頃 採択に関する有識者会議
・ 令和６年７⽉頃 国税庁として採択研究を最終決定
・ 令和６年８⽉下旬 第４期共同研究開始
・ 令和７年８⽉頃 中間報告
・ 令和８年８⽉頃 最終成果物公表



• 現状のガイドライン及び様式について、以下のとおり、改正したい。
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２ ガイドライン及び様式の改正について

項番 変更項⽬ 変更内容 変更理由

① 審査結果の通知 ・有識者会議の審査において、有識者から所⾒が述べられた場合には、
その内容を代表者になっている申出者に通知

有識者の所⾒を申出者の今
後の研究等に資するようにする

②
利⽤後に申出書の
記載事項等に変更
が⽣じた場合

・国税庁による承諾がなされた申出書に係る記載事項について、利⽤
者の都合により変更が⽣じた場合の“有識者会議の審査を要しない変
更”として、「その他国税庁が軽微と認めた変更が⽣じた場合」を追加

軽微な変更については、国税
庁で迅速に変更⼿続を⾏える
ようにする

＜ガイドライン＞

＜様式＞

項番 変更様式 変更内容 変更理由

③ 【様式2】職務経歴書 ・顔写真、性別欄を廃止 利⽤申出の際に不要な情報
であるため

④ 【様式12】所⾒内容通知書 ・①の改正を踏まえ、有識者からの所⾒を通知するための
様式を新設

ガイドラインの明文化に伴い様
式化

⑤
【様式４－１】承諾通知書
【様式４－２】不承諾通知書
【様式９－１】承諾通知書
【様式９－２】不承諾通知書

・文⾔の整理など、軽微な変更 所要の変更事項を改正
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ガイドラインの改正（案）

項番 改正前 改正後

①

第７ 審査結果の通知
１ 利⽤申出について承諾する場合
〜 略

 その他国税庁が必要と認める事項

２ 利⽤申出について承諾しない場合
国税庁が定める個票データ等の利⽤に関する不承

諾通知書により代表者になっている申出者に通知する。

第７ 審査結果の通知
１ 利⽤申出について承諾する場合
〜 略
 有識者会議の審査において、有識者から所⾒が述
べられた場合にはその内容
 その他国税庁が必要と認める事項

２ 利⽤申出について承諾しない場合
国税庁が定める個票データ等の利⽤に関する不承

諾通知書に次の事項を記載の上、代表者になっている
申出者に通知する。
 有識者会議の審査において、有識者から所⾒が述
べられた場合にはその内容
 その他国税庁が必要と認める事項

②

第９ 利⽤後に申出書の記載事項等に変更が⽣じた場合
１ 利⽤者の都合により変更が⽣じた場合の⼿続
 有識者会議の審査を要しない変更
①〜⑦ 略

第９ 利⽤後に申出書の記載事項等に変更が⽣じた場合
１ 利⽤者の都合により変更が⽣じた場合の⼿続
 有識者会議の審査を要しない変更
①〜⑦ 略
⑧ その他国税庁が軽微と認めた変更が⽣じた場合

※ 改正部分はアンダーラインの箇所である。
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様式の改正（案）

項番 改正前 改正後

③

④

（新設）

（以下省略）



様式の改正（案）

項番 改正前 改正後

⑤
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※ 改正部分はアンダーラインの箇所である。



• 第１期採択研究代表者から、税務データの利⽤期間の延⻑についての申出があったため、
ガイドラインの規定に則り、ご意⾒賜りたい。
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３ 第１期採択研究の利⽤期間の延⻑申出について

第９ 利⽤後に申出書の記載事項等に変更が⽣じた場合
３ 利⽤期間の延⻑
代表者になっている申出者がやむを得ない理由により利⽤期

間の延⻑を希望する場合、国税庁は、最⻑１年間を上限とし
て、原則１回に限り延⻑を認めることができる。
（以下略）

 記載事項変更依頼申出書の提出
代表者になっている申出者は延⻑を希望する場合、原則と
して利⽤期間終了の２か月前までに、延⻑が必要な理由及
び希望延⻑期間を記載した記載事項変更依頼申出書を国
税庁に提出するものとする。
（以下略）

 延⻑の申出の審査基準
記載事項変更依頼申出書が提出された場合、国税庁は次
の審査基準により審査を⾏い、延⻑の諾否について決定する。

① 延⻑することがやむを得ないと判断される合理的な理由
が示されていること。

② 利⽤⽬的、利⽤者の範囲等の利⽤期間以外の変更
が⼀切なされていないこと。

③ 延⻑期間が１年以内であり、延⻑理由から判断して、
必要な最小限の期間であること。

④ 延⻑を希望する個票データ等の利⽤期間について、初
回の延⻑申出であること。

 諾否の通知
国税庁は、代表者になっている申出者に対して、文書によ
り延⻑申出の諾否について通知する。
（以下略）


